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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失金額であるため記載しておりません。 

３．第42期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 1,581 2,184 1,932 3,045 4,234 

経常損失 (百万円) 351 112 295 979 251 

中間（当期）純損失 (百万円) 462 118 740 96 621 

純資産額 (百万円) 919 7,714 7,224 4,372 7,950 

総資産額 (百万円) 3,963 8,023 8,683 4,655 8,306 

１株当たり純資産額 (円) 1.90 8.21 7.39 5.77 8.17 

１株当たり中間（当

期）純損失金額 
(円) 1.09 0.14 0.76 0.19 0.70 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 23.2 96.2 82.8 93.9 95.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △491 △815 △552 △1,286 △2,228 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △713 △140 △1,210 △1,075 △1,099 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 990 3,468 1,000 2,695 4,210 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

(百万円) 571 3,638 1,247 1,120 2,011 

従業員数 (人) 76 113 120 102 123 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第40期中、第41期中、第42期中及び第41期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額について

は、潜在株式は存在するものの１株当たり中間（当期）純損失金額であるため記載しておりません。 

３．第42期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。

回次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 (百万円) 1,368 2,152 1,715 2,831 4,188 

経常損失 (百万円) 171 85 292 661 213 

中間（当期）純損益

（△は損失） 
(百万円) △547 △89 △735 36 △585 

資本金 (百万円) 10,170 5,774 6,150 11,721 6,150 

発行済株式総数 (千株) 483,657 938,657 972,657 757,657 972,657 

純資産額 (百万円) 858 7,777 7,286 4,412 8,018 

総資産額 (百万円) 3,862 8,118 9,010 4,737 8,400 

１株当たり純資産額 (円) 1.77 8.28 7.48 5.82 8.24 

１株当たり中間（当

期）純損益金額 

（△は損失） 

(円) △1.29 △0.11 △0.75 0.07 △0.66 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額 

(円) ― ― ― 0.05 ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 22.2 95.8 80.8 93.1 95.4 

従業員数 (人) 43 55 65 45 65 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

   当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

    事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 

（注）１．従業員数は、就業人員であります。 

２．従業員数が前期末に比べ３名減少しましたのは、海外連結子会社におけるものであります。 

(2）提出会社の状況 

（注） 従業員数は就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 

・宝飾品部門 105 

・管理部門 15 

合計 120 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 65 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、原油価格の高騰などの懸念材料を抱えていたものの、大企業を中心と

した企業業績の改善と設備投資の拡大が見られ、個人消費につきましても堅調に推移し、全体としては、景気は緩やか

な回復基調の中で推移いたしました。 

 このような状況下、当社グループは、事業の再構築の一環として創業当初の宝飾品を中心としたダイヤモンド事業に

特化するとともに、卸売からエンド・ユーザーのニーズを意識した小売事業を展開するなど、販路の切替等に取り組ん

でまいりました。 

 当中間連結会計期間におきましては、ダイヤモンドを中心とする宝飾品事業に引続き専念しながら、利益追求を第一

に考え、相場商品であるダイヤモンドルースを卸で売る事業形態を改め、小売へ進出してまいりました。その結果、従

来の卸から小売へ販売重点先をシフトする過程において、売上高は、1,932百万円（前年同期比11.6％減）となりまし

たが、当初の中間連結業績予想売上高は達成されました。（当中間連結業績予想売上高1,400百万円、同予想比38.0％

増） 

 収益面におきましては、売上構成に占める小売の割合は前年同期比順調に増えてまいりましたが、当初の収益予想と

比べ売上総利益率において下回ったこと、並びに小売事業強化にともなう販売費及び一般管理費の増加等により経常収

益ベースにおいて約35百万円の未達となりました。一方、当中間期において投資有価証券の時価評価による評価損89百

万円、及び貸倒引当金352百万円により、当中間純損失額は740百万円となりました。 

 当連結会計年度より、更なる小売の拡大を推し進め、売上総利益率の向上を目指して業務を行っております。当中間

連結会計期間においては、小売業進出のノウハウを習得し、今後の本格的な小売進出への見通しが立ちました。今後、

宝飾品事業の中で利幅の薄いダイヤモンドの卸部門は前倒しで廃止することとし、これに伴い、ベルギーにおけるダイ

ヤモンド卸についても廃止を検討してまいります。ロシア連邦サハ（ヤクーチア）共和国の当社子会社研磨工場におい

て生産されるダイヤモンドは、今後、製品、空枠用ダイヤモンドとして使用し、収益面でより有利な小売事業中心の事

業展開を行ってまいります。  

 当社の事業の種類別セグメントの業績につきましては、宝飾品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの

売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。 

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

日本  

 国内は、卸から小売へ販売重点先をシフトする過程において、売上高は1,715百万円（前年同期比20.3％減）とな

り、また小売事業強化に伴う販売費及び一般管理費の増加等により営業損失は、317百万円となりました。 

 ヨーロッパ 

 ヨーロッパは、海外子会社における販売が堅調におこなわれ、売上高は1,142百万円（前年同期比33.3％増）となり

ましたが、営業費用の増加等により、営業損失は27百万円となりました。 

（2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間において営業活動における資金の減少は、552百万円（前年同期比262百万円増）となりました。

これは主にたな卸資産の増加が550百万円、仕入債務の減少が86百万円あったこと等によるものであります。 

 投資活動による資金の減少は、1,210百万円（同1,070百万円減）となりました。これは主に投資有価証券の取得によ

る支出が1,275百万円、有形固定資産の取得による支出が56百万円があったこと等によるものであります。 

 財務活動による資金の増加は、1,000百万円（同2,468百万円減）となりました。これは、社債発行による収入が

1,000百万円あったことによるものであります。 

 以上により、現金及び現金同等物の中間期末残高は、1,247百万円となり、前連結会計年度末より763百万円減少いた

しました。 

項目 
前中間連結会計期間

(平成17.4.1～平成17.9.30)
当中間連結会計期間 

(平成18.4.1～平成18.9.30) 増減

営業活動による連結キャッシュ・フロー △815百万円 △552百万円 262百万円

投資活動による連結キャッシュ・フロー △140百万円 △1,210百万円 △1,070百万円

財務活動による連結キャッシュ・フロー 3,468百万円 1,000百万円 △2,468百万円

現金及び現金同等物の増加 2,517百万円 △763百万円 △3,281百万円



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の商品仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１.金額は販売価格によっております。 

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

 (注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

宝飾品事業（百万円） 2,214 76.1 

合計（百万円） 2,214 76.1 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

宝飾品事業（百万円） 1,932 88.4 

合計（百万円） 1,932 88.4 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却当について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月29日定時株主総会決議（第２回新株予約権） 

 （注） 平成18年11月10日付けで、15個（15,000,000株）が行使された結果、残高はございません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,500,000,000 

計 1,500,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
(平成18年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年12月18日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 972,657,884 1,057,657,884 ジャスダック証券取引所 － 

計 972,657,884 1,057,657,884 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 15 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 15,000,000 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 8 － 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年７月21日 

至 平成19年９月30日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格       8 

資本組入額      4 
－ 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。 
－ 

代用払込みに関する事項 － － 



② 平成17年３月４日取締役会決議（第３回新株予約権）  

 （注） 平成18年10月５日開催の取締役会において第３回新株予約権の取得・消却が決議され、平成18年10月24日付け

にて、当社が同予約権75個を取得・消却した結果、残高はございません。 

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成18年10月５日取締役会決議（第４回新株予約権） 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 75 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 75,000,000 － 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 27 － 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年３月25日 

至 平成20年３月31日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格      27 

資本組入額     14 
－ 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。

但し、新株予約権者が会

社である場合において、

親会社に対し譲渡する場

合はこの限りではない。 

－ 

代用払込みに関する事項 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） － 280 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 280,000,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 20 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成18年10月25日 

至 平成21年10月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格      20 

資本組入額     10 

新株予約権の行使の条件 － 

各新株予約権の行使にあ

たっては、一部行使はで

きないものとします。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 
譲渡する場合は、当社取

締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － － 



会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

① 平成18年７月４日取締役会決議（第１回無担保転換社債型新株予約権付社債） 

 （注） 平成18年10月５日開催の取締役会において第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上償還が決議され、

平成18年10月24日付けにて、当社が同社債の残存する全額（1,000百万円）を繰上償還した結果、残高はござい

ません。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 1,000 － 

新株予約権の数（個） 40 － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 － 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

本社債の発行価額の総額を新株

予約権の行使時の払込金額で除

して得られる最大整数。 

－ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

当初の転換価額は28円。以降、

毎月第３金曜日の３取引日以

降、転換価額は、決定日までの

株式会社ジャスダック証券取引

所における当社普通株式の毎日

の終値の平均値の90％に相当す

る金額（円位未満小数第２位を

切り捨て）に修正される。な

お、転換価額の調整事由が生じ

た場合には、転換価額は、本社

債要項に従い当社が適当と判断

する値に調整される。 

－ 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年７月19日 

至 平成21年７月６日 
－ 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の

株式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価額は、行使請求に係る本

社債の発行価額の総額を、上記

「新株予約権の目的となる株式

の数」欄記載の交付株式数で除

した金額。資本組入額は、会社

計算規則第40条に従い算出され

る資本金等増加限度額中、当該

額に0.5を乗じた額を資本金とし

て計上し、１円未満の端数が生

ずる場合は、端数を切り上げ

る。  

－ 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の行使にあたって

は、一部行使はできないものと

します。 

－ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 会社法第254条第２項及び第３項

の定めにより本社債と本新株予約

権のうち一方のみを譲渡すること

はできない。 

－ 

代用払込みに関する事項 

本新株予約権を行使しようとする

者の請求があるときは、その新株

予約権が付せられた社債の全額の

償還に代えて新株予約権の行使に

際して払込をなすべき額の全額の

払込があったものとする。  

－ 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１．資本準備金の減少は、欠損てん補によるものであります 

   ２．平成18年10月24日を払込期日とする第三者割当の募集株式発行による増資により、発行済株式総数が50百万

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ450百万円増加しております。 

   ３．平成18年10月1日から平成18年11月30日までの間に、第２回新株予約権の行使により、発行済株式総数が15百

万株、資本金及び資本準備金が60百万円それぞれ増加しております。また、第４回新株予約権の行使により、

発行済株式総数が20百万株、資本金及び資本準備金がそれぞれ201百万円増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が10,905千株あります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額   

（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

 平成18年６月29日 
－ 972,657,884 － 6,150 － 2,035 

 平成18年６月29日 

 （注）１ 
－ 972,657,884 － 6,150 △173 1,862 

 平成18年６月30日～ 

 平成18年９月30日 
－ 972,657,884 － 6,150 － 1,862 

平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社サハ資源開発事業団 東京都中央区新川２丁目９-３ 70,000 7.20 

グリーン・キャピタル株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目２-３ 56,000 5.76 

宗教法人各宗連合仏教会円満院 
埼玉県さいたま市岩槻区大字末田字新田

37-２ 
25,561 2.63 

 株式会社京王ズ  宮城県仙台市青葉区八幡４丁目10-１ 23,422 2.41 

大阪証券金融株式会社（業務

口） 
大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 10,303 1.06 

ザ バンク オブ ニューヨー

ク トリーティー ジャスデッ

ク アカウント（常任代理人 

株式会社三菱東京UFJ銀行）  

AVENUE DES ARTS、35 KUNSTLAAN、

1040 BRUSSELS、BELGIUM（東京都千代田

区丸の内２丁目７-１） 

7,000 0.72 

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ

キュリティーズ（ジャパン）リ

ミテッド（ビー・エヌ・ピー・

パリバ証券会社）  

 東京都中央区大手町１丁目７-２ 東京サ

ンケイビル 
5,376 0.55 

 鶴田 昭彦  神奈川県横浜市旭区 4,336 0.45 

長嶋 兼敏 福岡県北九州市小倉北区 3,737 0.38 

渡世 剛  広島県福山市 3,530 0.36 

計   209,265 21.51 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、10,905,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式の数10,905個が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義になっておりますが実質的に所有していない株式が1,000 株（議決権の数１

個）あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ─ ─ ─ 

議決権制限株式（自己株式等） ─ ─ ─ 

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─ 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 11,000 ─ ─ 

完全議決権株式（その他） 普通株式 972,607,000 972,607 ─ 

単元未満株式 普通株式 39,884 ─ ─ 

発行済株式総数 972,657,884 ─ ─ 

総株主の議決権 ─ 972,607 ─ 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱サハダイヤモンド 
東京都墨田区千歳 

３丁目12番７号 
11,000 ─ 11,000 0.00 

計 ─ 11,000 ─ 11,000 0.00 

月別 平成18年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 29 26 30 28 23 21 

最低（円） 22 20 17 20 20 17 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、公認会計士藤井幸雄氏並びに公認会計士橘内進氏により中間監査を受けておりま

す。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   3,638   1,247   2,011  

２ 受取手形及び売
掛金 

※３  663   591   569  

３ たな卸資産   1,997   3,877   3,326  

４ その他   468   462   608  

貸倒引当金   △23   △298   △21  

流動資産合計   6,743 84.0  5,880 67.7  6,494 78.2 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1）建物及び構築
物 

※１ 271   265   269   

(2）土地  366   366   366   

(3）その他 ※１ 100 738 9.2 146 778 9.0 106 742 8.9 

２ 無形固定資産           

(1) 連結調整勘定  26     －     22     

(2) のれん  －     17     －     

(3) その他  3 30 0.4 13 31 0.4 3 25 0.3 

３ 投資その他の資
産           

(1）投資有価証券  22   1,490   537    

(2）破産債権、再
生債権、更生
債権その他こ
れらに準ずる
債権 

 368   652   676    

(3）その他 ※２ 477   558   494    

貸倒引当金  △357 511 6.4 △708 1,992 22.9 △663 1,044 12.6 

固定資産合計   1,279 16.0  2,802 32.3  1,812 21.8 

資産合計   8,023 100.0  8,683 100.0  8,306 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買
掛金   169   125   211  

２ 賞与引当金   5   8   6  

３ その他   106   322   108  

流動負債合計   281 3.5  455 5.2  326 3.9 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   －   1,000   －  

２ その他   1   3   5  

固定負債合計   1 0.0  1,003 11.6  5 0.1 

負債合計   283 3.5  1,459 16.8  332 4.0 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   25 0.3  － －  24 0.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,774 72.0  － －  6,150 74.0 

Ⅱ 資本剰余金   2,092 26.1  － －  2,447 29.5 

Ⅲ 利益剰余金   △158 △2.0  － －  △660 △8.0 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   0 0.0  － －  6 0.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   5 0.1  － －  7 0.1 

Ⅵ 自己株式   △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   7,714 96.2  － －  7,950 95.7 

負債、少数株主持
分及び資本合計   8,023 100.0  － －  8,306 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

 （純資産の部）           

 Ⅰ 株主資本           

  １ 資本金   － －  6,150 70.8  － － 

  ２ 資本剰余金   － －  1,862 21.5  － － 

  ３ 利益剰余金   － －  △816 △9.4  － － 

  ４ 自己株式   － －  △0 △0.0  － － 

株主資本合計   － －  7,195 82.9  － － 

Ⅱ 評価・換算差額
等            

  １ その他有価証券
評価差額金   － －  1 0.0  － － 

  ２ 為替換算調整勘
定   － －  △5 △0.1  － － 

評価・換算差額等
合計    － －  △4 △0.0  － － 

Ⅲ 新株予約権    － －  8 0.1  － － 

Ⅳ 少数株主持分    － －  24 0.3  － － 

純資産合計    － －  7,224 83.2  － － 

負債純資産合計   － －  8,683 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   2,184 100.0  1,932 100.0  4,234 100.0 

Ⅱ 売上原価    1,887 86.4  1,697 87.9  3,584 84.7 

売上総利益   297 13.6  234 12.1  649 15.3 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費           

１ 交通通信費  50   46   103   

２ 支払手数料  100   176   276   

３ 役員報酬及び
給料手当  136   170   305   

４ 賞与引当金繰
入額  5   9   6   

５ 減価償却費  14   22   34   

６ 連結調整勘定
償却額  4   －   8   

７ のれん償却
額   －   4   －   

８ その他  152 463 21.2 157 587 30.4 286 1,022 24.1 

営業損失   166 △7.6  352 △18.3  373 △8.8 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  2   3   5   

２ 受取配当金  0   2   0   

３ 為替差益   44   49   114   

４ その他  13 60 2.7 7 61 3.2 12 132 3.1 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  0   3   0   

２ 新株発行費  6   －   8   

３ その他  － 6 0.3 1 4 0.2 2 10 0.2 

経常損失   112 △5.2  295 △15.3  251 △5.9 

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金戻
入益  －   1  2   

２ 投資有価証券
売却益  －     2     9     

３ その他  － － － － 3 0.2 0 12 0.3 

Ⅶ 特別損失           

１ 貸倒引当金繰
入額  3   352   351   

２ 投資有価証券
評価損  －   89   23   

３ その他 ※1 0 4 0.2 0 442 22.9 3 379 9.0 

税金等調整前
中間（当期）
純損失 

  117 △5.4  734 △38.0  618 △14.6 

法人税、住民
税及び事業税   1 0.0  6 0.3  3 0.1 

少数株主利益
又は少数株主
損失（△） 

  － －  △0 △0.0  △0 △0.0 

中間（当期）
純損失   118 △5.4  740 △38.3  621 △14.7 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書  

  

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   1,893  1,893 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 増資による新株発行  1,681   2,035   

２ 減資差益   411 2,092 411 2,447 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

１ 損失処理額  1,893 1,893 1,893 1,893 

Ⅳ 資本剰余金中間期末
(期末)残高   2,092  2,447 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △9,242  △9,242 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 資本金取崩による損
失処理  7,309  7,309  

２ 資本準備金取崩によ
る損失処理  1,893 9,202 1,893 9,202 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 中間（当期）純損失  118 118 621 621 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
(期末)残高   △158  △660 

      



中間連結株主資本等変動計算書  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,150 2,447 △660 △0 7,936 

中間連結会計期間中の変動額      

準備金から剰余金への振替

(注) 
  △173 173    －  

剰余金の内訳科目間の振替

(注) 
  △411 411    －  

中間純損失     △740   △740 

自己株式の取得       △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

 －  △585 △155 △0 △740 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,150 1,862 △816 △0 7,195 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分  純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

為替換算調整勘
定 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6 7 13 12 24 7,987 

中間連結会計期間中の変動額       

準備金から剰余金への振替

（注） 
           －  

剰余金の内訳科目間の振替

（注） 
           －  

中間純損失           △740 

自己株式の取得           △0 

株主資本以外の項目の中間

連結会計期間中の変動額

（純額） 

△5 △12 △17 △4 △0 △22 

中間連結会計期間中の変動額

合計 

（百万円） 

△5 △12 △17 △4 △0 △762 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1 △5 △4 8 24 7,224 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純損失
（△）  △117 △734 △618 

減価償却費  14 22 34 

連結調整勘定償却額  4 － 8 

のれん償却額   － 4 － 

有形固定資産除却損  0 0 1 

有形固定資産売却損  － － △0 

賞与引当金の増加額  1 1 1 

貸倒引当金の増加額  3 322 349 

受取利息及び受取配当金  △2 △5 △5 

支払利息  0 3 0 

投資有価証券評価損  － 89 23 

売上債権の増減額（増加△）  102 △1 200 

たな卸資産の増加額  △429 △550 △1,759 

仕入債務の増減額（減少△）  △6 △86 35 

未収消費税等の増減額（増加△）  △52 85 △81 

為替換算差損益  △44 － － 

その他流動資産の増加額  △316 － － 

その他流動負債の増加額  48 － － 

投資有価証券売却益  － △2 △7 

その他の増減額（増加△）  － 304 △372 

小計  △794 △547 △2,187 

利息及び配当金の受取額  2 5 5 

利息の支払額  △0 △3 △0 

法人税等の支払額  △23 △6 △46 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △815 △552 △2,228 

 



  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー     

   投資有価証券の取得による支出  － △1,275 △943 

      投資不動産の取得による支出  △117 △67 △242 

有形固定資産の取得による支出  △66 △56 △94 

有形固定資産の売却による収入   － － 0 

無形固定資産の取得による支出   － △9 － 

短期貸付金の純増減額（増加△）  △34 － － 

長期貸付金の回収による収入  43 － － 

投資有価証券の売却による収入  － 226 420 

長期未収入金の増加による支出  － － △243 

貸付金の回収による収入   － 0 109 

貸付による支出   － △29 △98 

 その他  35 0 △8 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △140 △1,210 △1,099 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー     

社債の発行による収入   － 1,000 － 

新株の発行による収入  3,443 － 4,185 

少数株主持分の増加   25 － 25 

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,468 1,000 4,210 

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額  5 0 7 

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額（減少
△）  2,517 △763 890 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  1,120 2,011 1,120 

Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※ 3,638 1,247 2,011 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社の数     3社  連結子会社の数     3社  連結子会社の数     3社 

主要な連結子会社名 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダ

イヤモンドマニュファクチュアリ

ング、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル 

  

主要な連結子会社名 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダ

イヤモンドマニュファクチュアリ

ング、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル 

  

主要な連結子会社名 

 ㈱サハダイヤモンド、㈱サハダ

イヤモンドマニュファクチュアリ

ング、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペル 

  

 内、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペルについては、当中間連結会計

期間において合弁にて新規設立

（平成17年７月19日設立）したこ

とにより、当中間連結会計期間か

ら連結の範囲に含めております。 

   内、㈱サハダイヤモンド・エイ

ペルについては、当連結会計年度

において合弁にて新規設立（平成

17年７月19日設立）したことによ

り、当連結会計年度から連結の範

囲に含めております。 

    

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社及び関連会社はあ

りません。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の決算日等に関する

事項 

 連結子会社のうち、㈱サハダイ

ヤモンド、㈱サハダイヤモンドマ

ニュファクチュアリングの中間決

算日は6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく中間財務諸

表を使用しております。 

 連結子会社のうち、㈱サハダイ

ヤモンド、㈱サハダイヤモンドマ

ニュファクチュアリングの中間決

算日は6月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

中間連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち下記の２社を

除いて事業年度の末日は、連結決

算日と一致しております。 

① ㈱サハダイヤモンドの決算日

12月31日 

② ㈱サハダイヤモンドマニュフ

ァクチュアリングの決算日  

12月31日 

 連結財務諸表の作成にあたって

は、これらの会社については、連

結決算日現在で実施した仮決算に

基づく財務諸表を使用しておりま

したが、当連結会計年度より、業

務の合理化、迅速化を目的に同決

算日現在の財務諸表を使用してお

ります。ただし、連結決算日まで

の期間に発生した重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

（イ）有価証券 （イ）有価証券 （イ）有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分資

本直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は部分純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定） 

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は部分資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）  

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

同左 同左 

(ロ）たな卸資産 (ロ）たな卸資産 (ロ）たな卸資産 

 主として移動平均法による

原価法 

同左 同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

（イ）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定率法をまた、在外連結子会

社は、当該国の会計基準の規

定に基づく定額法を採用して

おります。  

（ただし、当社及び国内連結

子会社は平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法によってお

ります。） 

 なお、主な耐用年数は、次

のとおりであります。  

 建物及び構築物 10～65年 

（イ）有形固定資産 

    同左 

（イ）有形固定資産 

    同左   

  

  

 

  

  

 (ロ）無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は

定額法を採用し、在外連結子

会社は所在地国の会計基準に

基づく定額法を採用しており

ます。 

 なお、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づいております。  

 (ロ）無形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

  

 (ロ）無形固定資産 

    同左 

  

  

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 (イ）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

(ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 (ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、個別に計算した支給

見込額を計上しております。 

同左 同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

しております。 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めて計

上しております。 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 なお、在外子会社の資産及び

負債は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、収益

及び費用は期中平均相場により

円貨に換算し、換算差額は少数

株主持分及び資本の部における

為替換算調整勘定に含めて計上

しております。 

(5）消費税等の会計処理方法 (5）消費税等の会計処理方法 (5）消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 同左 同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響は

ありません。 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 

───── ─────  （家賃収入） 

  従来、家賃収入は営業外収益として

処理しておりましたが、投資不動産の

取得等近年その増加傾向が見られるこ

とを契機として、当連結会計年度より

家賃収入については売上高に含めて処

理することに変更いたしました。これ

は、投資不動産の取得に伴い、当該収

入が重要性を増していることから、区

分損益をより適切に表示するために行

ったものであります。なお、当該変更

により、売上高は前連結会計年度と比

し20百万円増加し、営業損失及び営業

外収益はそれぞれ同額減少しておりま

すが、経常損失及び税金等調整前当期

純損失への影響はありません。 

  なお、当中間連結会計期間末以降に

おいて当該収入の重要性が増したた

め、当中間連結会計期間は、従来の方

法によっております。したがって当中

間連結会計期間は、変更後の方法によ

った場合に比べて、売上高は６百万円

少なく、営業損失及び営業外収益はそ

れぞれ同額多く計上されております

が、経常損失及び税金等調整前当期純

損失への影響はありません。  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── ─────  （連結子会社の事業年度等に関する

事項） 

  連結子会社のうち、㈱サハダイヤモ

ンド、㈱サハダイヤモンドマニュファ

クチュアリングの決算日は、12月31日

であります。従来、連結財務諸表作成

に当たっては、これらの会社について

は、連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しておりまし

たが、当連結会計年度より、業務の合

理化、迅速化を目的に前記連結子会社

２社については、同決算日現在の財務

諸表を使用しております。ただし、連

結決算日までの期間に発生した重要な

取引については、連結上必要な調整を

行っております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は7,191百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

───── 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間末まで区分掲記をしておりました

「短期貸付金」（当中間連結会計期間末22百万円）は当

中間連結会計期間末において資産の総額の100分の５以下

となったので、流動資産の「その他」に含めて表示する

こととしました。 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」とし

て掲記されていたものは、当中間連結会計期間から「の

れん」と表示しております。   

─────  (中間連結損益計算書) 

   前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。   

───── （中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

   前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。   

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （家賃収入） ────── 

  従来、家賃収入は営業外収益として

処理しておりましたが、前連結会計年

度の下期において家賃収入については

売上高に含めて処理することに変更い

たしました。なお、前中間連結会計期

間は、変更後の方法によった場合に比

べて、売上高は６百万円少なく、営業

損失及び営業外収益はそれぞれ同額多

く計上されておりますが、経常損失及

び税金等調整前当期純損失への影響は

ありません。  

  

──────  （連結子会社の中間決算日等に関す

る事項） 

────── 

   連結子会社のうち、㈱サハダイヤモ

ンド、㈱サハダイヤモンドマニュファ

クチュアリングの中間決算日は、６月

30日であります。従来、中間連結財務

諸表作成に当たっては、これらの会社

については、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しておりましたが、前連結会計年度の

下期において、前記連結子会社２社に

ついては、同中間決算日現在の財務諸

表を使用することに変更いたしまし

た。ただし、中間連結決算日までの期

間に発生した重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、59百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、100百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、76百万円であります。 

※２  ─────―――― ※２ 投資その他の資産の減価償却

累計額は、１百万円でありま

す。 

※２ 投資その他の資産の減価償却

累計額は、１百万円でありま

す。 

※３  ─────―――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は、次の

とおりであります。       

  受取手形   13百万円 

※３  ─────―――― 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１    ────── ※１  その他（固定資産除却損）の主

な内訳は、次のとおりでありま

す。 

機械装置(サハ

ダイヤモンド)
0 百万円

計 0 百万円

※１  その他（固定資産除却損）の主

な内訳は、次のとおりでありま

す。 

工具器具備品

（当社） 
0 百万円

機械装置(サハ

ダイヤモンド) 
0 百万円

計 1 百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が１千株あります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注）１．第３回新株予約権及び自己新株予約権の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

 ２．第３回自己新株予約権の増加は、新株予約権の取得によるものであります。 

 ３．上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 972,657 ― ― 972,657 

合計 972,657 ― ― 972,657 

自己株式     

普通株式 （注）１ 11 0 ― 11 

合計 11 0 ― 11 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（千株）  
当中間連結
会計期間末
残高 
（百万円）

前連結会計
年度末 

当中間連結
会計期間増
加 

当中間連結
会計期間減
少 

当中間連結
会計期間末 

提出会社

（親会社） 

第２回新株予約権 普通株式 15,000 － － 15,000 － 

第３回新株予約権（注）１ 
普通株式

111,000 － 36,000 75,000 8 

（自己新株予約権）（注）１、２ － (36,000) (36,000) （－）  （－）  

合計 － － － － － 
8 

（－）  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 3,638百万円 

現金及び現金同等物 3,638百万円 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,247百万円

現金及び現金同等物 1,247百万円

※(1）現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 2,011百万円

現金及び現金同等物 2,011百万円

(2）重要な非資金取引 

新株予約権の行使によ

る資本金増加額 

2,150百万円

新株予約権の行使によ

る資本準備金増加額 2,035百万円

新株予約権の行使によ

る新株予約権の減少額 4,185百万円

   



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日

至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループはリース取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について36百万円減損処理を行っておりま

す。なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した

場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必

要と認められた額について減損処理を行っております。 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1 2 1 

債券  国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

その他 － － － 

合計 1 2 1 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 1,445 1,370 △75 

債券  国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

その他 － － － 

合計 1,445 1,370 △75 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  99 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日

至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 当社グループはストックオプションを付与していないため、該当事項はありません。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 230 217 △13 

債券  国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

その他 － － － 

合計 230 217 △13 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 20 

非上場の外国証券投資信託  300 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社グループは、宝飾品の卸売業者として、同一セグメントに属する宝飾品等の販売を行っており、当該事

業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

   宝飾品事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

   宝飾品事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメン

トの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省

略しております。 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  前連結会計年度（平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的接近度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

 ヨーロッパ……ロシア、ベルギー 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に配賦不能営業費用はありません。 

 ４．会計方針の変更 

（当中間連結会計期間） 「追加情報」に記載のとおり、前連結会計年度の下期において、家賃収入について

は売上高に含めて処理することに変更いたしました。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、

当中間連結会計期間の売上高は、日本が12百万円増加し、営業利益が同額増加しております。なお、日本以外

のセグメントについて与える影響はありません。 

（前連結会計年度） 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会

計年度より、家賃収入については売上高に含めて処理することに変更いたしました。この変更に伴い、従来の

方法によった場合に比較して、当連結会計年度の売上高は、日本が20百万円増加し、営業利益が同額増加して

おります。なお、日本以外のセグメントについて与える影響はありません。 

 
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,926 258 2,184 ―  2,184 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
225  599 825 (825) ―  

計 2,152 857 3,009 (825) 2,184 

営業費用 2,310 847 3,157 (806) 2,351 

営業利益（又は営業損失） △157 10 △147 (18) △166 

 
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,477 455 1,932 ―  1,932 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
238 686 925 (925) ―  

計 1,715 1,142 2,857 (925) 1,932 

営業費用 2,032 1,169 3,202 (916) 2,285 

営業利益（又は営業損失） △317 △27 △344 (8) △352 

 
日本 

（百万円） 
ヨーロッパ 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 3,757 476 4,234 ―  4,234 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
430 1,331 1,762 (1,762) ―  

計 4,188 1,808 5,996 (1,762) 4,234 

営業費用 4,532 1,836 6,368 (1,761) 4,607 

営業利益（又は営業損失） △343 △28 △372 (1) △373 



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 前連結会計年度（平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．各区分に属する国又は地域の内訳は次の通りであります。 

    （１）アジア・・・タイ、香港、インド 

    （２）ヨーロッパ・・・ロシア、ベルギー、イスラエル 

    （３）北米・・・米国、カナダ 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 アジア ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 507 258 766 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   2,184 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.2 11.8 35.0 

 アジア ヨーロッパ 北米  計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 103 459 6 569 

Ⅱ 連結売上高（百万円）    1,932 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 5.4 23.8 0.3 29.5 

    アジア   ヨーロッパ 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 648 499 1,148 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   4,234 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 15.3 11.8 27.1 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額  8 円 21銭 

１株当たり中間純損失

金額 

0 円 14銭 

１株当たり純資産額 7 円 39銭 

１株当たり中間純損失

金額 

0 円 76銭 

１株当たり純資産額 8 円 17銭 

１株当たり当期純損失

金額 

0 円 70銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

      同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり当

期純損失が計上されているため記載

しておりません。 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純損失（百

万円） 
118 740 621 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（百万円） 
118 740 621 

期中平均株式数（千株） 807,303 972,646 883,595 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数25個）及

び第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数135個）な

お、これらの概要は「第４

提出会社の状況、１株式等

の状況、(２)新株予約権等

の状況」に記載のとおりで

あります。 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数15個）、

第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数75個）及

び第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債（券面総

額1,000百万円）。なお、こ

れらの概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状

況、(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数15個）及

び第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数111個）。

なお、これらの概要は「第

４提出会社の状況、１株式

等の状況、(２)新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

   当中間連結会計期間終了後、平成17年10月１日から平成17年10月31日までに、第３回新株予約権の行使が行

なわれました。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者

割当による募集株式の払込発行が行なわれました。 

       募集株式の概要 

         募 集 株 式 数         普通株式 200,000,000株 

         払 込 金 額         １株につき 18円 

         払込金額の総額         3,600百万円  （注）１ 

         資本金組入れ額         １株につき ９円 

         資本金組入れ額の総額      1,800百万円  （注）１ 

         払 込 期 日         平成18年10月24日 

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 200,000,000株  （注）１   

      （注）１．上記ファイナンス概要中、下記項目については、払込発行時に変更されております。 

         払込金額の総額         900百万円   

         資本金組入れ額の総額      450百万円   

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 50,000,000株     

   当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者

割当による第４回新株予約権の払込発行が行なわれました。 

       新株予約権の概要 

         新株予約権の名称        株式会社サハダイヤモンド第４回新株予約権 

         新株予約権の総数        300個（１個あたりの目的である普通株式の数 １百万株） 

         払  込 金 額              新株予約権１個あたり 120,000円 

         払込金額の総額         36百万円 

         割当日及び払込期日       平成18年10月24日 

         割当先及び割当個数       株式会社サハ資源開発事業団   260個 

                         グリーン・キャピタル株式会社  40個  (注)１  

         新株予約権の行使期間      平成18年10月25日から平成21年10月31日まで 

         新株予約権行使による払込金額  １株につき20円 

         株式の種類及び数        普通株式 300,000,000株 

      （注）１．上記ファイナンス概要中、下記項目については、平成18年10月25日開催の取締役会決議を経て、

同日付で割当先の申出により、所有する全部が新割当先へ譲渡されております。 

         割当先及び割当先個数      シー・エフ・アイ株式会社  40個 

      当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第１回

無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上げ償還を行っております。 

         繰上償還額     ： 1,000百万円 

         償還後残存額面総額 ： ０円 

      当中間連結会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第３回

新株予約権の取得・消却を行っております。 

         取得・消却する新株予約権の数  ： 75個（75百万株） 

         消却後に残存する新株予約権の数 ： ０個 

年月日 
発行する株式の種

類及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成17年10月  第３回 普通株式24百万株 27 円 648百万円 336百万円 運転資金 



  当中間会計期間終了後、平成18年10月１日から平成18年11月30日までに、第２回及び第４回新株予約権の行

使が行なわれました。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

     該当事項はございません。  

(2）【その他】 

 該当事項はございません。 

年月日 
発行する株式の種

類及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成18年11月 
 第２回 普通株式15百万株 ８円 120百万円 60百万円 運転資金 

 第４回 普通株式20百万株 20円 400百万円 200百万円 運転資金他 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  3,410   1,058   1,822   

２ 受取手形 ※４ 191   1   111   

３ 売掛金  624   797   593   

４ たな卸資産  1,548   3,531   2,869   

５ 関係会社短期
貸付金  351   191   331   

６ その他 ※３ 450   415   587   

貸倒引当金  △23   △298   △21   

流動資産合計   6,553 80.7  5,697 63.2  6,294 74.9 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

 （1）建物及び
構築物  

※１ 217   204   211   

（2）土地  366   366   366   

（3）その他 ※１ 58   102   59   

計  641   673   637   

２ 無形固定資産  3   12   3   

３ 投資その他の
資産           

(1）投資有価証
券  22   1,490   537   

(2）関係会社株
式  77   77   77   

(3）関係会社長
期貸付金  342   568   355   

(4）破産債権、
再生債権、
更生債権そ
の他これら
に準ずる債
権等 

 368   652   676   

(5）その他 ※２ 477   557   494   

貸倒引当金  △368   △718   △674   

計  919   2,628   1,465   

固定資産合計   1,564 19.3  3,313 36.8  2,106 25.1 

資産合計   8,118 100.0  9,010 100.0  8,400 100.0 

            
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金  228   391   264   

２ 賞与引当金  5   7   6   

３ その他   105   321   106   

流動負債合計   339 4.2  720 8.0  376 4.5 

Ⅱ 固定負債           

 １ 社債  －   1,000   －   

２ その他  1   3   5   

固定負債合計   1 0.0  1,003 11.1  5 0.1 

負債合計   340 4.2  1,724 19.1  382 4.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,774 71.1  － －  6,150 73.2 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  1,681   －   2,035   

２ その他資本剰
余金   411   －   411   

資本剰余金合計   2,092 25.8  － －  2,447 29.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間（当期）
未処理損失  89   －   585   

利益剰余金合計   △89 △1.1  － －  △585 △7.0 

Ⅳ その他有価証券
評価差額金   0 0.0  － －  6 0.1 

Ⅴ 自己株式   △0 △0.0  － －  △0 △0.0 

資本合計   7,777 95.8  － －  8,018 95.4 

負債資本合計   8,118 100.0  － －  8,400 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金   － －  6,150 68.3  － － 

２ 資本剰余金           

（1）資本準備金  －   1,862   －   

資本剰余金合計   － －  1,862 20.7  － － 

３ 利益剰余金           

（1）その他利益
剰余金           

繰越利益剰余
金   －   △735   －   

利益剰余金合計   － －  △735 △8.2  － － 

４ 自己株式   － －  △0 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  7,276 80.8  － － 

Ⅱ 評価・換算差額
等           

１ その他有価証
券評価差額金   － －  1 0.0  － － 

評価・換算差額
等合計   － －  1 0.0  － － 

Ⅲ 新株予約権   － －  8 0.1  － － 

 純資産合計   － －  7,286 80.9  － － 

負債純資産合
計    － －  9,010 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   2,152 100.0  1,715 100.0  4,188 100.0 

Ⅱ 売上原価   1,880 87.4  1,493 87.1  3,580 85.5 

売上総利益   272 12.6  222 12.9  607 14.5 

Ⅲ 販売費及び一般
管理費 

※１  429 20.0  539 31.4  950 22.7 

営業損失   157 △7.4  316 △18.5  342 △8.2 

Ⅳ 営業外収益 ※２  79 3.7  27 1.6  137 3.3 

Ⅴ 営業外費用 ※３  6 0.3  3 0.2  8 0.2 

経常損失   85 △4.0  292 △17.1  213 △5.1 

Ⅵ 特別利益 ※４  - -  3 0.2  10 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※５  3 0.1  442 25.7  378 9.0 

税引前中間
（当期）純損
失 

  88 △4.1  731 △42.6  582 △13.9 

法人税、住民
税及び事業税   1 0.1  3 0.2  3 0.1 

中間（当期）
純損失   89 △4.2  735 △42.8  585 △14.0 

前期繰越損失   -   -   7,309  

減資による繰
越損失填補
額  

  -   -   7,309  

中間(当期)未
処理損失   89   -   585  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6,150 2,035 411 2,447 △585 △585 △0 8,011 

中間会計期間中の変動額         

準備金から剰余金への振替

(注) 
  △173   △173 173 173   －  

剰余金の内訳科目間の振替

(注) 
    △411 △411 411 411   －  

中間純損失         △735 △735   △735 

自己株式の取得             △0 △0 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額（純

額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－  △173 △411 △585 △149 △149 △0 △735 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
6,150 1,862 －  1,862 △735 △735 △0 7,276 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券評価差額
金 

評価・換算差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
6 6 12 8,031 

中間会計期間中の変動額     

準備金から剰余金への振替 

(注) 
      －  

剰余金の内訳科目間の振替 

(注) 
      －  

中間純損失       △735 

自己株式の取得       △0 

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額） 
△5 △5 △4 △9 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△5 △5 △4 △744 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
1 1 8 7,286 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法  同左  同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は部分資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は部分純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額

は部分資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法  同左  同左 

(2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

商品 商品 商品 

ダイヤの一部 

個別法による原価法 

  同左   同左 

その他の商品 

移動平均法による原価法 

  

２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 ２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）について

は定額法）を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

 建物及び構築物 10～65年 

同左  同左 

(2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づいて

おります。 

 （3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

 （3）長期前払費用 

同左 

(2）無形固定資産 

     同左 

  

  

  

  

 （3）長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 ３．繰延資産の処理方法 

(1）新株発行費 (1）新株発行費 (1）新株発行費 

   支出時に全額費用として処理

しております。  

──────―    支出時に全額費用として処理

しております。  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 ４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

同左 同左 

(2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備え

るため、個別に計算した支給

見込額を計上しております。 

同左  従業員の賞与の支給に備え

るため、個別に計算した支給

見込額の当期負担額を計上し

ております。 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理方法  消費税等の会計処理方法  消費税等の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当期より、固定資産の減損に係る会

計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９日）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。 

───── ─────  （家賃収入） 

  従来、家賃収入は営業外収益として

処理しておりましたが、投資不動産の

取得等近年その増加傾向が見られるこ

とを契機として、当下半期より家賃収

入については売上高に含めて処理する

ことに変更いたしました。これは、投

資不動産の取得に伴い、当該収入が重

要性を増していることから、区分損益

をより適切に表示するために行ったも

のであります。当該変更により、売上

高は前期と比し20百万円増加し、営業

損失及び営業外収益はそれぞれ同額減

少しておりますが、経常損失及び税引

前当期純損失への影響はありません。

  なお、当中間会計期間末以降におい

て当該収入の重要性が増したため、当

中間会計期間は、従来の方法によって

おります。したがって当中間会計期間

は、変更後の方法によった場合に比べ

て、売上高は６百万円少なく、営業損

失及び営業外収益はそれぞれ同額多く

計上されておりますが、経常損失及び

税引前当期純損失への影響はありませ

ん。  

 



表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は7,278百万円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間貸借対照表） 

 前中間期まで区分掲記をしておりました「短期貸付

金」（当中間期末20百万円）は当中間期末において資産

の総額の100分の５以下となったので、流動資産の「その

他」に含めて表示することとしました。 

 前中間期まで区分掲記をしておりました「未収入金」

（当中間期末81百万円）は当中間期末において資産の総

額の100分の５以下となったので、流動資産の「その他」

に含めて表示することとしました。 

（中間貸借対照表） 

───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （家賃収入） ────── 

  従来、家賃収入は営業外収益として

処理しておりましたが、前事業年度の

下期において家賃収入については売上

高に含めて処理することに変更いたし

ました。なお、前中間会計期間は、変

更後の方法によった場合に比べて、売

上高は６百万円少なく、営業損失及び

営業外収益はそれぞれ同額多く計上さ

れておりますが、経常損失及び税引前

当期純損失への影響はありません。  

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

51百万円 85百万円 37百万円

※２．投資その他の資産の減

価償却累計額 

－百万円 1百万円 1百万円

※３．消費税等の取扱い  税抜方式によっておりま

す。なお、仮払消費税等及

び仮受消費税等は相殺のう

え、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

     同 左      同 左 

※４．中間期末日満期手形 ──────  中間期末日満期手形の会

計処理については、当中間

会計期間の末日は金融機関

の休日でしたが、満期日に

決済が行われたものとして

処理しております。当中間

期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

 受取手形  13百万円  

────── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．減価償却実施額    

有形固定資産 13 百万円 20 百万円 15 百万円 

無形固定資産 0 百万円 ― 百万円 0 百万円 

※２．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息 2 百万円 3 百万円 5 百万円 

受取配当金 0  百万円 2  百万円 0  百万円 

為替差益  66  百万円 15  百万円 124  百万円 

※３．営業外費用のうち主要

なもの 

   

 支払利息 ― 百万円 3 百万円 ― 百万円 

新株発行費 6 百万円 ― 百万円 8 百万円 

※４．特別利益のうち主要な

もの 
   

貸倒引当金戻入益 ― 百万円 1 百万円 0 百万円 

投資有価証券売却益 ― 百万円 2 百万円 9 百万円 

※５．特別損失のうち主要な

もの 
   

貸倒引当金繰入額 3 百万円 352 百万円 351 百万円 

投資有価証券売却損 ― 百万円 ― 百万円 2 百万円 

投資有価証券評価

損  ―  百万円 89  百万円 23  百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が１千株あります。 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社はリース取引を利用していないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式  （注）１ 11 0 ― 11 

合計 11 0 ― 11 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 8 円28銭 

１株当たり中間純損失

金額 

0 円11銭 

１株当たり純資産額 7 円48銭 

１株当たり中間純損失

金額 

0 円75銭 

１株当たり純資産額 8 円24銭 

１株当たり当期純損失

金額 

0 円66銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり中間

純損失であるため記載しておりませ

ん。  

        同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式は存在するものの１株当たり当期

純損失であるため記載しておりませ

ん。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純損失（百

万円） 
89 735 585 

普通株主に帰属しない金

額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（百万円） 
89 735 585 

期中平均株式数（千株） 807,303 972,646 883,595 

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

第２回新株予約権１種類 

（新株予約権の数25個）及

び第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数135個）。

なお、これらの概要は「第

４提出会社の状況、１株式

等の状況、(２)新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数15個）、

第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数75個）及

び第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債（券面総

額1,000百万円）。なお、こ

れらの概要は「第４提出会

社の状況、１株式等の状

況、(２)新株予約権等の状

況」に記載のとおりであり

ます。 

第２回新株予約権１種類

（新株予約権の数15個）及

び第３回新株予約権１種類

（新株予約権の数111個）。

なお、これらの概要は「第

４提出会社の状況、１株式

等の状況、(２)新株予約権

等の状況」に記載のとおり

であります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

   当中間会計期間終了後、平成17年10月１日から平成17年10月31日までに、第３回新株予約権の行使が行なわ

れました。 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

   当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者割当

による募集株式の払込発行が行なわれました。 

       募集株式の概要 

         募 集 株 式 数         普通株式 200,000,000株 

         払 込 金 額         １株につき 18円 

         払込金額の総額         3,600百万円  （注）１ 

         資本金組入れ額         １株につき ９円 

         資本金組入れ額の総額      1,800百万円  （注）１ 

         払 込 期 日         平成18年10月24日 

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 200,000,000株  （注）１   

      （注）１．上記ファイナンス概要中、該当項目については、払込発行時に下記の様に変更されております。 

         払込金額の総額         900百万円   

         資本金組入れ額の総額      450百万円   

         割当先及び割当株式数      株式会社サハ資源開発事業団 50,000,000株     

   当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第三者割当

による第４回新株予約権の払込発行が行なわれました。 

       新株予約権の概要 

         新株予約権の名称        株式会社サハダイヤモンド第４回新株予約権 

         新株予約権の総数        300個（１個あたりの目的である普通株式の数 １百万株） 

         払  込 金 額              新株予約権１個あたり 120,000円 

         払込金額の総額         36百万円 

         割当日及び払込期日       平成18年10月24日 

         割当先及び割当個数       株式会社サハ資源開発事業団   260個 

                         グリーン・キャピタル株式会社  40個  (注)１  

         新株予約権の行使期間      平成18年10月25日から平成21年10月31日まで 

         新株予約権行使による払込金額  １株につき20円 

         株式の種類及び数        普通株式 300,000,000株 

      （注）１．上記ファイナンス概要中、該当項目については、平成18年10月25日付で割当先の申出により、同

日付 開催の取締役会決議を経て、所有する全部が下記新割当先へ譲渡されております。 

         割当先及び割当先個数      シー・エフ・アイ株式会社  40個 

      当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第１回無担

保転換社債型新株予約権付社債の繰上げ償還を行っております。 

         繰上償還額     ： 1,000百万円 

         償還後残存額面総額 ： ０円 

      当中間会計期間終了後、平成18年10月５日開催の取締役会決議を経て、平成18年10月24日付けで第３回新株

予約権の取得・消却を行っております。 

         取得・消却する新株予約権の数  ： 75個（75百万株） 

         消却後に残存する新株予約権の数 ： ０個 

年月日 
発行する株式の種

類及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成17年10月  第３回 普通株式24百万株 27 円 648百万円 336百万円 運転資金 



  当中間会計期間終了後、平成18年10月１日から平成18年11月30日までに、第２回及び第４回新株予約権の行

使が行なわれました。 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  該当事項はございません。  

年月日 
発行する株式の種

類及び数 
発行価額 発行総額 

発行価額のうち資

本へ組み入れる額 
資金使途 

平成18年11月 
 第２回 普通株式15百万株 ８円 120百万円 60百万円 運転資金 

 第４回 普通株式20百万株 20円 400百万円 200百万円 運転資金他 



(2）【その他】 

 該当事項はございません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第41期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

（２）有価証券届出書（新株予約権付社債の発行）及びその添付書類  

 平成18年７月４日関東財務局長に提出 

（３）有価証券届出書（新株予約権の発行）及びその添付書類 

 平成18年10月５日関東財務局長に提出 

（４）有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

 平成18年10月５日関東財務局長に提出 

（５）臨時報告書 

 平成18年10月26日関東財務局長に提出 

 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）の規

定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２０日  

株式会社サハダイヤモンド    

   取 締 役 会 御中 

 藤井幸雄公認会計士事務所  

 公認会計士  藤井 幸雄  印 

 橘内公認会計士事務所  

 公認会計士  橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サハダイヤモンドの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続き等を中心とした監査手続きに必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社サハダイヤモンド及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以   上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１８日  

株式会社サハダイヤモンド    

   取 締 役 会 御中 

 藤井幸雄公認会計士事務所  

 公認会計士  藤井 幸雄  印 

 橘内公認会計士事務所  

 公認会計士  橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サハダイヤモンドの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間連結財務諸

表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続き等を中心とした監査手続きに必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 私たちは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社サハダイヤモンド及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                 以   上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月２０日  

株式会社サハダイヤモンド    

   取 締 役 会 御中 

 藤井幸雄公認会計士事務所  

 公認会計士  藤井 幸雄  印 

 橘内公認会計士事務所  

 公認会計士  橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サハダイヤモンドの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４１期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社サハダイヤモンドの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１８日  

株式会社サハダイヤモンド    

   取 締 役 会 御中 

 藤井幸雄公認会計士事務所  

 公認会計士  藤井 幸雄  印 

 橘内公認会計士事務所  

 公認会計士  橘内 進  印 

 私たちは、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サハダイヤモンドの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立

場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 私たちは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私たちに中間財務諸表に

は全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を

適用して行われている。私たちは、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 私たちは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社サハダイヤモンドの平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 
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